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公共債引受額 (単位：百万円)

2021年３月期 2022年３月期
国債 ━ ―
地方債・政府保証債 100 ―
合計 100 ―

　

1.商品有価証券売買高 (単位：百万円)

2021年３月期 2022年３月期
商品国債 ━ 40
商品地方債 ━ ―
商品政府保証債 ━ ―
合計 ━ 40

公共債ディーリング実績

　

公共債及び証券投資信託窓販実績 (単位：百万円)

2021年３月期 2022年３月期
国債 26 69
地方債・政府保証債 ━ ―
合計 26 69
投資信託 3,059 2,909

　

2.商品有価証券平均残高 (単位：百万円)

2021年３月期 2022年３月期
商品国債 ━ 0
商品地方債 ━ ―
商品政府保証債 ━ ―
その他の商品有価証券 ━ ―
合計 ━ 0

　

3.子会社株式及び関連会社株式 (単位：百万円)
2021年３月31日 2022年３月31日

貸借対照表計上額 時価 差額 貸借対照表計上額 時価 差額
子会社株式 ━ ━ ━ ━ ━ ━
関連会社株式 ━ ━ ━ ━ ━ ━
合計 ━ ━ ━ ━ ━ ━

(注) 市場価格のない子会社・子法人等株式及び関連法人等株式 (単位：百万円)
2021年３月31日 2022年３月31日
貸借対照表計上額 貸借対照表計上額

子会社株式 4,088 4,088
関連会社株式 0 0
合計 4,088 4,088

有価証券関係
※貸借対照表の「有価証券」について記載しております。

1.売買目的有価証券
［2021年３月31日・2022年３月31日］該当ございません。

2.満期保有目的の債券
［2021年３月31日・2022年３月31日］該当ございません。

　これらについては、市場価格がないことから、「子会社・子法人等株式及び関連法人等株式」には含めておりません。
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4.その他有価証券 (単位：百万円)

種類 2021年３月31日 2022年３月31日
貸借対照表計上額 取得原価 差額 貸借対照表計上額 取得原価 差額

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株　式 551 293 258 520 257 262
債　券 35,719 35,571 147 7,789 7,764 24

国　債 14,428 14,360 67 3,006 3,003 2
地方債 4,410 4,391 19 ━ ━ ━
短期社債 ━ ━ ━ ━ ━ ━
社　債 16,880 16,819 60 4,783 4,761 22

その他 31,917 31,340 576 989 952 36
小　計 68,188 67,205 982 9,299 8,975 324

貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株　式 303 348 △ 45 294 375 △ 80
債　券 30,335 30,622 △ 286 45,764 46,224 △ 460

国　債 ━ ━ ━ ━ ━ ━
地方債 3,919 3,945 △ 26 7,786 7,859 △ 72
短期社債 ━ ━ ━ ━ ━ ━
社　債 26,416 26,676 △ 259 37,977 38,364 △ 387

その他 133,014 136,345 △ 3,331 169,425 181,388 △11,962
小　計 163,653 167,315 △ 3,662 215,484 227,988 △12,503

合　　　　　　　計 231,841 234,521 △ 2,679 224,784 236,963 △12,179

(注) 上表に含まれない市場価格のない株式等及び組合出資金の貸借対照表計上額 (単位：百万円)

2021年３月31日 2022年３月31日
貸借対照表計上額 貸借対照表計上額

非上場株式 1,525 1,513
組合出資金 398 1,015
合　計 1,924 2,528

6.期中に売却したその他有価証券 (単位：百万円)
2021年３月期 2022年３月期

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額
株　式 1,497 146 270 546 35 0
債　券 4,585 0 70 49 ━ 0

国　債 ━ ━ ━ ━ ━ ━
地方債 ━ ━ ━ ━ ━ ━
短期社債 ━ ━ ━ ━ ━ ━
社　債 4,585 0 70 49 ━ 0

その他 4,694 10 10 118 0 ━
合　計 10,777 156 350 714 36 0

破綻先・実質破綻先・破綻懸念先 時価が取得原価に比べ下落
要注意先 時価が取得原価に比べ30％以上下落

正常先 時価が取得原価に比べ50％以上下落、又は、時価が取得原価に比べ30％以上
50％未満下落したもので市場価格が一定水準以下で推移等

　組合出資金については、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2019年７月４日）第27項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。

5.期中に売却した満期保有目的の債券
［2021年３月期・2022年３月期］該当ございません。

7.減損処理を行った有価証券
　売買目的有価証券以外の有価証券（市場価格のない株式等及び組合出資金を除く）のうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取
得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって貸借対照表計上額とすると共に、評価差額を当事業年度の損失として処理（以
下、「減損処理」という。）しております。
　前事業年度における減損処理額は、19百万円（うち、債券19百万円）であります。
　当事業年度における減損処理額はありません。
　また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、主として資産の自己査定基準において、有価証券の発行会社の区分毎に次のとおり定めております。

破綻先：破産、特別清算、会社更生、民事再生、手形交換所における取引停止処分等、法的・形式的に経営破綻の事実が発生している発行会社
実質破綻先：実質的に経営破綻に陥っている発行会社
破綻懸念先：今後、経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる発行会社
要注意先：今後の管理に注意を要する発行会社
正常先：上記破綻先、実質破綻先、破綻懸念先及び要注意先以外の発行会社
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　貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。 (単位：百万円)
2021年３月31日 2022年３月31日

評価差額 △ 2,679 △ 12,179
その他有価証券 △ 2,678 △ 12,174
(＋)繰延税金資産(又は(△)繰延税金負債) 858 1,434
その他有価証券評価差額金 △ 1,820 △ 10,739

金銭の信託関係
1.運用目的の金銭の信託

［2021年３月期・2022年３月期］該当ございません。
2.満期保有目的の金銭の信託

［2021年３月期・2022年３月期］該当ございません。
3.その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）

［2021年３月期・2022年３月期］該当ございません。

その他有価証券評価差額金

デリバティブ取引の時価等に関する事項
1.ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引
　ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引について、取引の対象物の種類ごとの決算日における契約額又は契約において定められた元本相当額、
時価及び評価損益並びに当該時価の算定方法は、次のとおりであります。なお、契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスク
を示すものではありません。

⑴　金利関連取引　［2021年３月期・2022年３月期］該当ございません。

⑵　通貨関連取引　［2021年３月期・2022年３月期］該当ございません。

⑶　株式関連取引　［2021年３月期・2022年３月期］該当ございません。

⑷　債券関連取引　［2021年３月期・2022年３月期］該当ございません。

⑸　商品関連取引　［2021年３月期・2022年３月期］該当ございません。

⑹　クレジットデリバティブ取引　［2021年３月期・2022年３月期］該当ございません。

２.ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引
　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引について、取引の対象物の種類ごと、ヘッジ会計の方法別の決算日における契約額又は契約において定め
られた元本相当額及び時価並びに当該時価の算定方法は、次のとおりであります。なお、契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市
場リスクを示すものではありません。

⑴　金利関連取引　［2021年３月期・2022年３月期］該当ございません。

⑵　通貨関連取引　［2021年３月期・2022年３月期］該当ございません。

⑶　株式関連取引　［2021年３月期・2022年３月期］該当ございません。

⑷　債券関連取引　［2021年３月期・2022年３月期］該当ございません。
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